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2004 年 4 月より、国立大学は法人化して新たなスタートをきった。これにともない、文
部科学省から国立大学運営のために配分される補助金は、使途自由な運営費交付金に統一
















































吉田(2007)では、 特別教育研究経費と新規組織整備費を合わせた、 法人化前の平成 15 年度











最近では、2007 年 5 月 21 日の財務省の財政制度等審議会において交付金配分の試算な
どが出され、また、直近では 2008 年 5 月 19 日の財務省の財政制度等審議会においても議





























2－i  国立大学法人の収支構造 
国立大学が法人化する以前は、自己収入や付属病院収入などの収入は、まず国立学校特
別会計の収入となり、その後、各国立大学に配分する仕組みになっていた。国立大学の法



























































































































































































2004 年度の運営費交付金に関しては、 2003 年度実績をベースにした大学運営に必要な経 8
費から自己収入(授業料収入や病院収入)を差し引いた額として算定されている。 また、 2005
年度以降の運営費交付金は、 原則として大学運営に必要な経費を 1％削減、 病院収入 2％増
加を前提としたルールのもとで、算出される。運営費交付金を算出する際のベースとは、




2－ⅱ  国立大学法人の運営費交付金算定ルール 
  以下では、 文部科学省が公開している 「国立大学法人の運営費交付金算定ルール」 より、
その仕組みを紹介する。ここでは、基本的なケースである「学部、研究科又は学校教育法





















⑤  「入学料収入」  当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額
(平成15年度入学料免除率で算出される免除相当額については
除外) 









⑧  「附属学校教育 附属学校の教育研究活動の実態に応じて必要となる教職員の 9




























































Ｄ(ｙ)  学部・大学院教育研究経費(②、⑦ 
附属学校教育研究経費(③、⑧) 
ｄ(ｙ)  ｄ(ｙ)のうち教員に関わる経費 
Ｅ(ｙ)  教育研究診療経費(⑨)、附置研究所経費(⑩)、附属施設等
経費(⑪) 
Ｆ(ｙ)  教育等施設基盤経費(④) 
Ｇ(ｙ)  特別教育研究経費(⑫) 














Ｊ(ｙ)  附属病院収入(⑱) 
Ｊ(2００4)  2004年度附属病院収入予算額 










Ｉ(ｙ)  一般管理費(①) 
















［特別教育研究経費：Ｇ(ｙ)］、  2)の付属病院運営費交付金、  3)の特定運営費交付金
である ［特殊要因経費：Ｍ(ｙ)］ 、 及び、 その他全てである基礎的な運営費交付金である(効
率化係数 1％が課される部分である)。 
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(図表 3)国立大学運営費交付金類型別予算額・交付額・決算額：2006 年度(単位  千円) 
予算 交付額 決算 予算 決算 予算－決算 予算 収益化分 予算－決算
（合計） （合計） （合計） （病院以外） （病院以外） （病院以外） （病院） （病院） （病院）


























































59,732,036 59,731,700 58,012,100 336 1,719,936 1,719,600 59,732,036 58,012,100 1,719,936
単位:千円
2006
予算－交付額 予算－決算 交付額－決算 大　　　学
国立大学法人（全体）
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以下の図表 4～6 には、 本稿の分析の中心となる運営費交付金の内訳について、 法人化後













2004 2005 2006 2007
基礎的な運営費交付金 978,528,990 964,908,334 955,773,778 945,359,012
付属病院運営費交付金 58,400,031 49,913,659 42,531,130 36,700,854
特別教育研究経費 74,104,366 78,598,901 80,049,098 84,488,024
特殊要因経費 130,536,773 138,308,252 14,312,552 137,829,164
運営費交付金 1,241,572,164 1,231,731,151 1,221,479,564 1,204,379,061  
 
(図表 5)交付金に占める割合の推移 
2004 2005 2006 2007
基礎的な運営費交付金 0.788 0.783 0.782 0.785
付属病院運営費交付金 0.047 0.041 0.035 0.030
特別教育研究経費 0.060 0.064 0.066 0.070





基礎的な運営費交付金 -0.014 -0.009 -0.011
付属病院運営費交付金 -0.145 -0.148 -0.137
特別教育研究経費 0.06 0.018 0.055
特殊要因経費 0.06 0.035 -0.037




ツキがあるが、 ここでは 2004 年度からの推移をみることで、 交付金予算の差が 2004 年度
の時点から拡大しているかどうかをみる。以下の図表 7、及び 8 には、変動係数の推移が
示されている。 
まず、運営費交付金全体や基礎的部分(1％削減対象)の変動係数に関してみれば、その値
は、2004 年度から 2007 年度にかけて大きな変化はみられない。 
次に、 大学の付属病院に対する運営費交付金の変動係数に関してみれば、 その値は、 2004





図表 9 には、2004 年度から 2007 年度の間に、交付金予算が 0 の付属病院を所有する大
学をあげて、予算額を示した。秋田大学や筑波大学など、法人化した当初から交付金を受
け取っていない大学もあり、 その後、 付属病院の経営改善や効率化係数 2％の影響により、
徐々に予算が減り交付金を受け取っていない大学もある。2007 年度時点では、23 の国立
大学法人において、交付金予算が 0 となっている。 









2004 2005 2006 2007
基礎部分 1.130 1.132 1.131 1.134
附属病院部分 1.301 1.454 1.576 1.686
特別教育研究 1.298 1.604 1.568 1.331
特殊要因経費 1.086 1.149 1.137 1.052





























2004 2005 2006 2007




2004 2005 2006 2007
秋田大学 0000
山形大学 85113 7462 00
筑波大学 0000
群馬大学 916226 632598 304205 0
千葉大学 91776 20594 00
富山大学 401225 96160 00
福井大学 1071072 727394 368075 0
山梨大学 445753 100180 00
三重大学 181798 59134 00
島根大学 8125 000
岡山大学 163784 15641 00
広島大学 435060 127194 00
山口大学 1027330 645033 235656 0
香川大学 877831 554552 164028 0
高知大学 285723 1312 00
佐賀大学 333569 206 00




















運営費交付金の総額となる。 交付金の総額でみて 2006 年度において予算と交付額との差は、































































研究環境基盤部会(第 4 回)、 Ｈ17.7.1)をもとに、 特別教育研究経費の配分が公募審査を通
じてどのような過程により競争的に決定されているのかを解説する。 
 
1)特別教育研究経費の平成 19 年度予算 
平成 19 年度の特別教育研究経費の概要をみると、特別教育研究経費の設置目的は、 「新
たな教育研究ニーズに対応し、各国立大学等の個性に応じた意欲的な取組みを重点的に支
援するため」であり、地域医療・先進医療、食の安全・安心、特別支援教育、国際協力な
どに関して、 国立大学法人からの公募に対して配分先が決められる。 平成 19 年度の予算を
見ると、平成 19 年度特別教育研究経費予定額は、84,488 百万円(前年度は 80,049 百万円)
で、そのうち前年度からの継続事業分が、60,778 百万円となっている。したがって、新規
の事業分は 23,710 百万円であり、総額の 7 割は継続事業分である。 
特別教育研究経費として採択されている事業の中身を見てみよう。主な新規事業として
は、 教育改革分野(大学教育の改革を推進するための各国立大学法人の積極的な取組みを支





人の 174 件のプログラムに対して、 特別教育研究経費が配分されている。 その平成 19 年度
予定額は 7,512 百万円であり、そのうち新規採択件数は 46 件(1,910 百万円)、継続事業件







67 法人による 189 件のプログラムに対して、 38,096 百万円の特別教育研究経費が配分され 22
































⑨  概算要求書を財務省へ提出(8 月 31 日)する 
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3  運営費交付金の配分の決定要因分析 
現在の運営費交付金の配分は、 どのような要因によって決まっているのだろうか。 実際、
























るのかを分析した。2004 年から 2006 年の 3 年間の全 85 国立大学法人別のプーリング・デ









































































図表 12 より、法人類型ダミーの交差項を用いて行った OLS 推定の結果、 「運営費交付金




係数の値 Ｐ値 係数の値 Ｐ値
教員数 16197385 (0.000)***
学生数 1807811 (0.000)***




係数の値 Ｐ値 係数の値 Ｐ値
教員数 807560 (0.000)***
学生数 85586 (0.000)***




係数の値 Ｐ値 係数の値 Ｐ値
教員数 20674399 (0.000)***
学生数 2296682 (0.000)***
































＜分析 2＞  特別教育研究経費の配分決定要因：公平的な配分か否か 
ここでは、特別教育研究経費が運営費交付金の各項目とどのような関係にあるか、分析





                                                  
13それぞれの変数の詳細は以下である。 
係数の値 Ｐ値 係数の値 Ｐ値 係数の値 Ｐ値
教員数*Ｄ１ 16087754 (0.000)*** 798268 (0.000)*** 20498245 (0.000)***
教員数*Ｄ２ 12911182 (0.000)*** 571155 (0.000)*** 16603779 (0.000)***
教員数*Ｄ３ 18116126 (0.000)*** 984303 (0.000)*** 26445043 (0.000)***
教員数*Ｄ４ 11432650 (0.000)*** 378323 (0.007)*** 14144718 (0.000)***
教員数*Ｄ５ 16752684 (0.000)*** 642039 (0.000)*** 19535464 (0.000)***
教員数*Ｄ６ 12944677 (0.000)*** 861470 (0.004)*** 16581651 (0.000)***
教員数*Ｄ７ 12509268 (0.000)*** 438244 (0.016)*** 15167262 (0.000)***
教員数*Ｄ８ 8599485 (0.000)*** 503366 (0.125) 10972447 (0.000)***




係数の値 Ｐ値 係数の値 Ｐ値 係数の値 Ｐ値
学生数*Ｄ１ 1845986 (0.000)*** 87494 (0.000)*** 2347098 (0.000)***
学生数*Ｄ２ 1284101 (0.000)*** 54048 (0.000)*** 1653597 (0.000)***
学生数*Ｄ３ 4577797 (0.000)*** 228047 (0.007)*** 6731530 (0.000)***
学生数*Ｄ４ 784576 (0.000)*** 21889 (0.100) 968171 (0.000)***
学生数*Ｄ５ 1319642 (0.000)*** 47421 (0.009)*** 1551632 (0.000)***
学生数*Ｄ６ 721467 (0.011)** 41786 (0.086)* 926034 (0.012)**
学生数*Ｄ７ 873530 (0.000)*** 24044 (0.194) 1057481 (0.000)***
学生数*Ｄ８ 5343513 (0.008)*** 240895 (0.162) 6437983 (0.014)**
定数項 -240000000 (0.766) -26150258 (0.704) -591000000 (0.571)
修正済みＲ二乗 0.835 0.616 0.830
基礎的部分 競争的部分 運営費交付金 27
































































＜分析 3＞  特別教育研究経費と成果指標との関係 
ここでは、特別教育研究経費の配分が成果指標との関係を分析する。第一の推定で「学
生当たり特別教育研究経費と教育指標」 、 第二の推定で 「教員当たり特別教育研究経費と研
究指標」 、第三の推定で「教員当たり特別教育研究経費と社会貢献指標」という 3 つの関係
を分析する。推定は、2005 から 2006 年において、全 85 国立大学法人別の固定効果モデル
によるパネルデータ分析を行った。
14また、データの出所としては、分析 1 と同様、運営
                                                  
14それぞれの変数の詳細は以下である。 
被説明変数：(モデル１)特別教育研究経費/学生数 








































































































































付属病院部分/交付金総額 付属病院部分以外/交付金総額  















-11. 5% -11. 6%
-12. 2%
-13. 4%
-14. 6% -14. 8% -14. 9%
-15. 8% -15. 8% -15. 9% -15. 9% -16. 1% -16. 4% -16. 5% -16. 8% -16. 8% -16. 8% -16. 9%
-17. 2% -17. 3%
-17. 9% -18. 1% -18.1%
-18. 6%












































































































































































































































































































































































大規模  筑波大学 大規模  東京大学 大規模  京都大学 大規模  名古屋大学 大規模  東北大学 大規模  北海道大学 大規模  九州大学 大規模  神戸大学 大規模  広島大学
中病院有　岐阜大学 中病院有　愛媛大学 大規模  大阪大学 中病院有　信州大学 中病院有　金沢大学 中病院有　佐賀大学 中病院有　山形大学 大規模  千葉大学 中病院有　徳島大学
中病院有　琉球大学 中病院有　秋田大学 中病院有　鳥取大学 中病院有　香川大学 中病院有　三重大学 中病院有　島根大学 中病院有　山口大学 中病院有　高知大学 中病院有　宮崎大学
中病院有　福井大学 中病院有　弘前大学 中病院有　鹿児島大学 中病院有　熊本大学 大規模  新潟大学 中病院有　長崎大学 大規模  岡山大学 中病院有　山梨大学 中病院有　大分大学
中病院有　群馬大学 医科　東京医科歯科大学 医科　滋賀医科大学 医科　浜松医科大学 医科　旭川医科大学



























        ＋ 経 営 改 善 額 ( 2 0 0 4 年 度付属病院収入予算額の 2％) 
 
付属病院特殊要因経費および債務償還経費は、その年度で措置されるものである一方で、
























































6. 5% 6. 3% 5. 8% 5. 7%
4. 8%
4. 3% 4. 3% 4. 0% 4. 0% 3. 9% 3. 7% 3. 6% 3. 4% 3. 3% 3. 2%
2. 5% 2. 4% 2. 0% 2. 0% 1. 9%
1. 3% 1. 2% 1. 2% 1. 1% 1. 0% 1. 0% 0. 9% 0. 8% 0. 6%
0. 0% 0. 0% - 0. 1%

























































































































































































































































































































































定ルールでは 2004 年度で一定と想定)。図表 18 には、参考として、付属病院収益と診療経
費にもとづいた改善度が示されている。しかし、この場合の改善度には、データの制約か


















































































































6. 1% 6. 0% 5. 7%
5. 2% 5. 1%
4. 1% 3. 8% 3. 6% 3. 5% 3. 3% 3. 2% 3. 1% 3. 0% 3. 0% 2. 9% 2. 7% 2. 6%
2. 3% 2. 0% 1. 9%
1. 1% 1. 0% 0. 8% 0. 6% 0. 5%
-0 .2% -0 .3 % -0 .4 % -0 .7 % -0 .7%
-1 .3 %





-2 0 .0 %
-1 5 .0 %
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